なりわい再建支援事業費補助金
事業実施の手引き
令和２年10月

大分県商工観光労働部
　この手引きは、大分県なりわい再建支援事業費補助金の交付決定を受けた事業者が、補助金の交付を受けるまでに必要となる事務処理の留意点をまとめた参考資料です。本手引きの内容を十分確認のうえ、大分県なりわい再建支援事業費補助金交付要綱によって定める必要書類を作成、提出してください。
１　事業実施の流れ　
　補助金交付決定から補助金の支払いまでの流れを以下に示します。

【県→事業者】　補助金交付決定通知
　↓
【事業者】　　　補助対象工事等の発注～（本手引２参照）
　↓
【事業者→県】　事業着手届の提出（本手引３－１参照）

（事業内容を変更しようとする場合）
【事業者→県】　補助事業変更承認申請書の提出（本手引３－２参照）
　　　（事業を中止又は廃止しようとする場合）
　　　【事業者→県】　事業中止（廃止）承認申請書の提出（本手引３－３参照）
　　　（事故等により期間内に事業が完了しない場合）

　　　【事業者→県】　補助事業遅延等報告書の提出（本手引３－４参照）
（補助対象工事等の完了）

【事業者→県】　事業完了届の提出（本手引３－５参照）
　　↓
　【事業者→県】　事業実績報告書の提出（本手引３－６参照）　※事業完了の日から１５日以内、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年１月３１日のいずれか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早い日まで


　【県→事業者】　完了検査の実施　※職員が現地調査を行います。
　　↓
　【県→事業者】　補助金の額の確定通知
　　↓
　【事業者→県】　補助金交付請求書の提出（本手引３－７参照）
　　↓
　【県→事業者】　補助金の支払い
２　業者への発注から支払まで　
　施設の修繕や建替工事、設備の修繕や入替を発注する場合は、以下を参考に適切な事務処理をお願いします。
１）施設費の処理（例）
　仕様書作成 → 見積書徴収 → 発注 → 契約書・発注請書等締結 → 施工管理 → 
完成報告（受注業者）→ 完成検査（補助事業者） → 請求 → 支払
　　①仕様書作成
　　　　施設の修繕や建替を確実に進めるため、どういった施設の修繕、建替を依頼するのか、具体的な
　　　内容を記載した仕様書を作成して、それに基づき、その後の事務手続きを進めてください。
　　　　＜仕様書の項目例＞
　　　　　・施設の名称
　　　　　・施設の所在地
　　　　　・施設の種類、構造
　　　　　・施設の用途
　　　　　・施設の面積（敷地、延床、建築）
　　　　　・施設の復旧整備の内容

　　　　　・工期
　　②見積書徴収
　　　　①の仕様書に基づき、経済性の観点から、複数の業者から見積書を徴収してください（新分野事業や建替と比較する場合の原状回復工事の見積書も同様）。なお、見積書が１者しか徴収できない場合は、理由書（様式任意）を作成してください。
　　③発注
　　　　見積書徴収を経て、経済性の観点から適正な価格で発注できることとなったら、書面（発注書）　　
　　　により、受注業者に発注します。
　　④契約書・発注請負書等締結
　　　　間違いのない履行を担保するため、正式な発注後、下記の項目の記載のある契約書により契約を締結するか、受注業者から発注請書を徴収します。
　　　　＜契約書の項目例＞
　　　　　・契約の目的
　　　　　・契約金額
　　　　　・履行期限（契約期間）
　　　　　・契約保証金に関する事項
　　　　　・契約履行の場所
　　　　　・契約代金の支払又は受領の時期及び方法
　　　　　・監督及び検査
　　　　　・履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他損害金
　　　　　・危険負担
　　　　　・瑕疵担保
　　　　　・契約に関する紛争の解決方法
　　　　　・その他必要な事項
　　⑤施工管理
　　　　工事期間中は、発注者として、確実に施工管理を行います。
　　⑥完成報告（受注業者）
　　　　工事が完了したら、受注業者から文書による完成届等の提出を受けます。
　　⑦完成検査（補助事業者）
　　　　完成届等に基づき、現地立会等を行いながら、完成検査を行います。検査の結果、必要な是正措置があれば、受注業者に対して指示を行います。
　　　　なお、検査結果は、下記の項目が含まれる検査調書（参考：別添１）によりとりまとめてください。
　　　　＜検査調書に含めるべき項目＞
　　　　　・検査日
　　　　　・検査内容
　　　　　・検査結果（良否）
　　　　　・検査担当者（補助事業者）の押印
　　⑧請求
　　　　完成検査を行い、合格とした場合は、請求書により請求を受けます。
　　⑨支払
　　　　支払は、原則として口座振込でお支払いください。
　　　　受注業者からは領収書を受領してください。
２）設備費の処理（例）
　仕様書作成 → 見積書徴収 → 発注 → 契約書・発注請書等締結 → 納品（受注業者） → 
検収（補助事業者） →  請求 → 支払
　　①仕様書作成
　　　　設備の修繕や入替を確実に進めるため、どういった設備の修繕、入替を依頼するのか、具体的な
　　　内容を記載した仕様書を作成して、それに基づき、その後の事務手続きを進めてください。
　　　　＜仕様書の項目例＞
　　　　　・設備の名称
　　　　　・設備の設置場所

　　　　　・設備の規格、形式
　　　　　・設備の復旧整備の内容

　　　　　・納期（修繕の場合は工期）
　　②見積書徴収
　　　　①の仕様書に基づき、経済性の観点から、複数の業者から見積書を徴収してください（新分野事業や入替と比較する場合の原状回復工事の見積書も同様）。なお、見積書が１者しか徴収できない場合は、理由書（様式任意）を作成してください。

　　③発注
　　　　見積書徴収を経て、経済性の観点から適正な価格で発注できることとなったら、書面（発注書）　　
　　　により、受注業者に発注します。
　　④契約書・発注請負書等締結
　　　　間違いのない履行を担保するため、正式な発注後、下記の項目の記載のある契約書により契約を締結するか、受注業者から発注請書を徴収します。
　　　　＜契約書の項目例＞
　　　　　・契約の目的
　　　　　・契約金額
　　　　　・履行期限（契約期間）
　　　　　・契約保証金に関する事項
　　　　　・契約履行の場所
　　　　　・契約代金の支払又は受領の時期及び方法
　　　　　・監督及び検査
　　　　　・履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅滞利息、違約金その他損害金
　　　　　・危険負担
　　　　　・瑕疵担保
　　　　　・契約に関する紛争の解決方法
　　　　　・その他必要な事項
　　⑤納品（受注業者）
　　　　納品を受ける際には、納品書を受注業者から徴収します。
　　⑥検収（補助事業者）
　　　　当該設備と納品書に基づき、検収を行います。
仕様書どおりの内容で納品されていることを確認した場合は、その結果を検査調書（参考：別添１）によりとりまとめてください。
　　　　＜検査調書に含めるべき項目＞
　　　　　・検査日
　　　　　・検査内容
　　　　　・検査結果（良否）
　　　　　・検査担当者（補助事業者）の押印
　　⑧請求
　　　　検収の後、請求書により請求を受けます。
　　⑨支払
　　　　支払は、原則として口座振込でお支払いください。
　　　　受注業者からは領収書を受領してください。
３　県への書類提出　
１）事業着手届（第１２号様式）
　・補助対象となる施設や設備の工事等を業者に発注したときは、事業着手届を以下の添付書類ととも
に、県の担当課に提出してください。
＜添付書類＞
　　　①契約書又は見積書の写し
　　　②状況写真

・着工の日付は、契約書（ない場合はそれに代わる請書や見積書）の日付と一致させてください。
・なりわい再建支援事業では、例外的に補助金交付決定前の着手も認められています。

２）補助事業変更承認申請書（第７号様式）
　・事業内容を変更しようとするときは、事前に県知事の承認が必要になりますので、県の担当課に相談のうえ、補助事業変更承認申請書を作成し、提出してください。
　・取得する施設、設備を担保に供する場合も事前承認が必要です。

　　・ただし、次に掲げる軽微な変更については、申請の必要はありません。
　　　　①補助事業の交付目的に反しない事業内容の変更
　　　　②補助対象経費の20％以内の増減

３）事業中止（廃止）承認申請書（第８号様式）
　・やむを得ない理由により、事業を中止又は廃止しようとするときは、県の担当課に相談のうえ、事業中止（廃止）承認申請書を作成し、提出してください。
４）補助事業遅延等報告書（第９号様式）
　・事故等により、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合は、県の担当課に相談のうえ、補助事業遅延等報告書を作成、提出し、県の指示に従ってください。
５）事業完了届（第１２号様式）
　・補助対象となる施設や設備の工事等が完了したときは、事業完了届を県の担当課に提出してくださ
い。
＜添付書類＞
①契約書又は見積書の写し　※着手届に添付したものと同じであれば不要
　　　②状況写真　※６の事業実績報告書に添付するので不要
６）事業実績報告書（第１５号様式）
　・事業完了の日から１５日以内、又は交付決定を受けた年度の１月３１日のいずれか早い日までに
事業実績報告書を作成し、県の担当課に提出してください。
　　・事業実績報告書に押印する印は、補助金交付申請書の印と同じものとしてください。
　　・本文中の交付決定の日付、番号は、交付決定時に県から受理している交付決定通知書から転記して
ください。
　　・事業実績報告書には、以下の書類を添付してください。
　　　　＜添付書類＞
　　　　①事業実績書（第１６号様式）
　　　　　・申請時に作成した事業再建計画書と同じ形式となっています。
　　　　　・事業実施の過程で変更になった部分があれば、事業再建計画書の内容を適宜修正して記載し
　　　　　　てください。
　　　　　・「補助事業に要した経費」は、業者からの請求書又は領収書の金額（消費税抜き）と一致さ
せてください。
　　　　　・「保険金額」は、保険金の受領金額がわかる書類の金額（消費税抜き）と一致させてくださ
　　　　　　い。

　　　　　・ただし、店舗兼住宅の場合や補助対象設備以外の設備や備品なども対象とした保険金がある
場合は、補助事業に要した経費や保険金額の按分計算が必要ですので、請求書等の金額を按分した後の金額と一致させてください。事業再建計画書から変更のある場合は、按分計算書等により再度按分計算を行ってください。
　　　　　・金融機関に対する振込手数料は対象外となりますので、補助事業に要した経費に含めないようご注意ください。ただし、振込手数料を取引先が負担しており、取引価格の内数となっている場合（契約金額から振込手数料を割り引いた形になっている場合）は、請求金額（領収金額）をそのまま補助事業に要した経費として計上してかまいません。
　
　　　　②収支精算書（第１７号様式）
　　　　　・精算額は、事業実績書の「４補助申請額等」の数値と対応するように記載してください。
　　　　　　　　　収支精算書　　　　　　　　　事業実績書「４補助申請額等」
　　　　　　　収入　県費補助金　　　　＝　補助申請額
　　　　　　　　　　保険金　　　　　　＝　保険金額の計
　　　　　　　支出　施設の復旧・整備

に要する経費　　　＝　補助事業に要した経費のうち施設分の額
　　　　　　　　　　設備の復旧・整備

　　　　　　　　　　に要する経費　　　＝　補助事業に要した経費のうち設備分の額
　　　　③契約書又は見積書の写し
　　　　　・設計書等を含め、既に提出済みのものから変更があった場合は提出してください。

　　　　④完成写真等
　　　　　・申請時に提出した図面や写真との対応関係がわかるように整理してください。
　　　　⑤検査調書の写し
　　　　　・補助事業者において工事等の完成検査を実施し、未施工や施工不良がないかを確認した検査
調書（様式任意）を別添１を参考に作成し、提出してください。
　　　　⑥領収書又は請求書の写し
　　　　　・業者からの請求書と領収書の写しを提出してください。
　　　　　・領収書がない場合は、振込依頼書の写し等でもかまいません。
　　　　　・業者への支払が提出期限に間に合わない場合は、請求書のみでの提出も受け付けますが、支払はすみやかに完了することとし（原則請求から１ヶ月以内）、完了後には必ず領収書を提出してください。
　　　　⑦財産管理台帳の写し
　　　　　・補助対象施設及び設備については、財産管理台帳（様式任意）を別添２を参考に作成し、提
出してください。
　　　　　・また、事業用資産として固定資産台帳等に計上し、固定資産税の納税など税務上の処理を適
切に行ってください。
　　　　⑧保険又は共済への加入を証明する書類
　　　　　・補助金で復旧を行った施設・設備について、「自然災害（風水害）による損害を補償する保険・共済」に加入したことを証明する書類を提出してください。
・加入する保険・共済は、「水災特約」等で水害をカバーすることが必須であるほか、以下の付保割合（カバー率）を満たす必要があります。また、経過年数による価値減少等で保険の受取額が減少する時価型タイプの保険は認められませんのご注意ください。
　　　　　　　＜付保割合＞

　　　　　　　　中小企業者　３０％以上
　　　　　　　　中堅企業　　４０％以上
　　　　　・小規模事業者（従業員２０人以下。商業・サービス業の場合は５人以下。）については、保
険・共済への加入を義務付けていません。ただし、保険・共済に加入しない場合は、それに代わる取組を実施する必要がありますので、その内容がわかる書類（様式任意）を別途代わりに提出してください。
　＜保険・共済加入に代わる取組の例＞
　　・BCP計画策定
　　・ハザードマップ確認等リスク把握
　　・契約書・顧客情報等バックアップ（クラウド化）
　　・非常時連絡先作成・周知
　　・非常時備品等リスト化・配置
　　・災害訓練・教育　　　　など
７）補助金交付請求書（第１４号様式）
　・県では、実績報告書の提出を受けたのち、現地調査を含む完了検査を実施し、問題なければ補助金の額の確定通知を送ります。
　・額の確定通知を受け取った補助事業者は、補助金交付請求書を県の担当課に提出してください。
４　提出方法　
　　３の１）～７）の書類は、以下の県担当課に各１部を、郵送又は持参してください。
	業種
	提出先
	電話番号等
	FAX・Email

	宿泊業、観光サービス業
商業、サービス業
製造業、建設業

	〒870-0851

大分市大手町３－１－１
大分県庁本館７階

大分県観光政策課
大分県商業・サービス業振興課
大分県工業振興課

	097-506-2116

097-506-3282

097-506-3274
	097-506-1729
a14180@pref.oita.lg.jp
097-506-1754

a14160@pref.oita.lg.jp
097-506-1753

a14130@pref.oita.lg.jp
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